
 

男 鹿 市 告 示 第 ７ ２ 号  

 

中 小 企 業 省 エ ネ 対 策 等 支 援 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 を 次 の

よ う に 定 め る 。  

 

令 和 ５ 年 ７ 月 １ ０ 日  

男 鹿 市 長  菅  原  広  二    

 

 

中 小 企 業 省 エ ネ 対 策 等 支 援 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱  

（ 趣 旨 ）  

第 １ 条  こ の 告 示 は 、 原 油 ・ 原 材 料 等 の 価 格 高 騰 が 長 期 化

し 、 県 内 中 小 企 業 の 経 営 を 圧 迫 し て い る こ と か ら 、 エ ネ

ル ギ ー 消 費 を 抑 制 す る 省 エ ネ 設 備 へ の 更 新 に よ る コ ス ト

削 減 や 今 後 の 成 長 を 目 指 し て 新 た な 事 業 に 取 り 組 む 企 業

を 支 援 す る こ と を 目 的 と す る 中 小 企 業 省 エ ネ 対 策 等 支 援

事 業 費 補 助 金 （ 以 下 「 補 助 金 」 と い う 。 ） の 交 付 に つ い

て 、 男 鹿 市 補 助 金 等 交 付 規 則 （ 平 成 １ ７ 年 男 鹿 市 規 則 第

４ ０ 号 ） に 定 め る も の の ほ か 、 必 要 な 事 項 を 定 め る も の

と す る 。  

（ 定 義 ）  

第 ２ 条  こ の 告 示 に お い て 、 「 中 小 企 業 者 」 と は 、 中 小 企

業 等 経 営 強 化 法 （ 平 成 １ １ 年 法 律 第 １ ８ 号 ） 第 ２ 条 第 １



 

項 に 規 定 す る 者 を い う 。 た だ し 、 次 の い ず れ か に 該 当 す

る も の を 除 く 。  

⑴  発 行 済 み 株 式 の 総 数 又 は 出 資 価 格 の 総 額 の ２ 分 の １

以 上 を 同 一 の 大 企 業 が 所 有 す る 中 小 企 業 者  

⑵  発 行 済 み 株 式 の 総 数 又 は 出 資 価 格 の 総 額 の ３ 分 の ２

以 上 を 複 数 の 大 企 業 で 所 有 す る 中 小 企 業 者  

⑶  大 企 業 の 役 員 又 は 職 員 を 兼 ね て い る 者 が 、役 員 総 数 の

２ 分 の １ 以 上 を 占 め る 中 小 企 業 者  

２  こ の 告 示 に お い て 、 「 大 企 業 」 と は 、 中 小 企 業 等 経 営

強 化 法 第 ２ 条 第 １ 項 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で の い ず れ か に

該 当 す る 者 以 外 の も の （ 会 社 及 び 個 人 に 限 る 。 ） で あ っ

て 事 業 を 営 む 者 を い う 。  

（ 補 助 金 の 対 象 者 ）  

第 ３ 条  補 助 金 の 対 象 者 は 、市 内 に 当 該 企 業 の 拠 点 を 有 し 、

か つ 、 現 に 事 業 を 継 続 し て い る 中 小 企 業 者 と す る 。 た だ

し 、 現 在 営 ん で い る 事 業 の 業 種 が 別 表 第 １ に 該 当 す る も

の を 除 く 。  

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当

す る 者 は 、 補 助 対 象 者 と し な い 。  

⑴  こ の 告 示 に 基 づ き 補 助 金 の 交 付 を 受 け た こ と が あ る

者  

⑵  市 税 を 滞 納 し て い る 者  

⑶  暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律（ 平



 

成 ３ 年 法 律 第 ７ ７ 号 ）第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 若

し く は 同 条 第 ６ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 員 又 は 警 察 当 局 か

ら 排 除 要 請 の あ る 者  

⑷  そ の 業 務 に 関 し 不 正 又 は 不 誠 実 な 行 為 を す る お そ れ

が あ る と 市 長 が 認 め る 者  

（ 補 助 対 象 経 費 ）  

第 ４ 条  補 助 対 象 経 費 、 補 助 率 及 び 限 度 額 は 、 別 表 第 ２ に

定 め る と こ ろ に よ る 。 た だ し 、 補 助 対 象 経 費 は 、 補 助 対

象 事 業 に 必 要 か つ 適 当 と 認 め ら れ る も の で 、 第 ５ 条 第 ３

項 に 定 め る 補 助 事 業 の 実 施 期 間 内 に 事 業 が 完 了 す る 経 費

に 限 る 。  

（ 補 助 金 の 交 付 申 請 ）  

第 ５ 条  補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う と す る 者（ 以 下「 申 請 者 」

と い う 。 ） は 、 補 助 金 交 付 申 請 書 （ 様 式 第 １ 号 ） に 、 次

の 各 号 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

⑴  事 業 実 施 計 画 書 （ 様 式 第 ２ 号 ）  

⑵  収 支 予 算 書 （ 様 式 第 ３ 号 ）  

⑶  申 請 者 概 要 書 （ 様 式 第 ４ 号 ）  

⑷  誓 約 書 （ 様 式 第 ５ 号 ）  

⑸  設 備 比 較 証 明 書 （ 様 式 第 ６ 号 ）  

⑹  直 近 決 算 書  

⑺  見 積 書 の 写 し  



 

⑻  履 歴 事 項 全 部 証 明 書 （ 個 人 の 場 合 は 住 民 票 ）  

⑼  更 新 前 の 設 備 等 の 写 真  

⑽  そ の 他 市 長 が 必 要 と す る 書 類  

２  事 業 実 施 計 画 が 、 別 表 第 ２ に 定 め る 新 規 導 入 設 備 購 入

に 係 る も の で あ る 場 合 は 、 前 項 に 定 め る 事 業 実 施 計 画 書

に 添 え て 、 給 与 支 給 計 画 書 （ 様 式 第 ７ 号 ） を 添 付 す る も

の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 前 項 に 定 め る 設 備 比 較 証

明 書 及 び 更 新 前 の 設 備 等 の 写 真 の 提 出 は 不 要 と す る 。  

３  補 助 事 業 の 実 施 期 間 は 、 第 ６ 条 の 規 定 に 基 づ く 交 付 決

定 通 知 が あ っ た 日 か ら 、当 該 交 付 決 定 通 知 を 受 け た 者（ 以

下 「 補 助 事 業 者 」 と い う 。 ） が 事 業 計 画 の 完 了 し た 日 又

は 令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日 の い ず れ か 早 い 日 ま で と す る 。  

（ 補 助 金 の 交 付 決 定 及 び 通 知 ）  

第 ６ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 申 請 書 を 受 理 し た と き

は 、 当 該 申 請 に 係 る 内 容 を 審 査 す る と と も に 必 要 に 応 じ

て 現 地 調 査 等 を 行 い 、 補 助 金 を 交 付 す べ き も の と 認 め た

と き は 、 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 （ 様 式 第 ８ 号 ） に よ り 、

申 請 者 に 交 付 の 決 定 を 通 知 す る も の と す る 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 交 付 を 決 定 し た 場 合 に お い て 、 補 助 金

交 付 の 目 的 を 達 成 す る た め 必 要 な 条 件 を 付 す こ と が で き

る 。  

（ 補 助 対 象 事 業 の 変 更 等 ）  

第 ７ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 対 象 事 業 の 内 容 の 変 更 又 は 事



 

業 の 中 止 若 し く は 廃 止 を し よ う と す る と き は 、 補 助 対 象

事 業 （ 変 更 ・ 中 止 ） 承 認 申 請 書 （ 様 式 第 ９ 号 ） を 市 長 に

提 出 し 、 そ の 承 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。  

（ 変 更 等 の 決 定 及 び 通 知 ）  

第 ８ 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ る 変 更 等 の 申 請 が あ っ た

と き は 、 そ の 内 容 を 審 査 す る と と も に 必 要 に 応 じ て 現 地

調 査 等 を 行 い 、変 更 又 は 中 止 す べ き も の と 認 め た と き は 、

補 助 対 象 事 業（ 変 更 ・ 中 止 ） 承 認 通 知 書 （ 様 式 第 １ ０ 号 ）

に よ り 補 助 事 業 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

（ 実 績 報 告 ）  

第 ９ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 等 実 績 報 告 書 （ 様 式 第 １

１ 号 ） を 、 事 業 の 完 了 し た 日 か ら 起 算 し て １ ５ 日 以 内 又

は 令 和 ６ 年 １ 月 ３ １ 日 の い ず れ か 早 い 日 ま で に 、 次 の 各

号 に 掲 げ る 書 類 を 添 え て 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

⑴  事 業 実 績 書 （ 様 式 第 １ ２ 号 ）  

⑵  収 支 精 算 書 （ 様 式 第 １ ３ 号 ）  

⑶  既 存 設 備 の 廃 棄 等 証 明 書 （ 様 式 第 １ ４ 号 ）  

⑷  購 入 し た 設 備 等 の 仕 様 書 、納 品 書 、請 求 書 、支 払 を 証

す る 書 面 の 写 し  

⑸  購 入 し た 設 備 等 の 写 真  

⑹  そ の 他 市 長 が 必 要 と す る 書 類  

２  事 業 実 績 が 、 別 表 第 ２ に 定 め る 新 規 導 入 設 備 購 入 に 係

る も の で あ る 場 合 は 、 前 項 に 定 め る 既 存 設 備 の 廃 棄 等 証



 

明 書 の 提 出 は 不 要 と す る 。  

（ 補 助 金 の 額 の 確 定 ）  

第 １ ０ 条  市 長 は 、 前 条 の 報 告 を 受 け た と き は 、 そ の 内 容

を 審 査 す る と と も に 必 要 に 応 じ て 現 地 調 査 等 を 行 い 、 補

助 金 の 交 付 決 定 の 内 容 及 び こ れ に 付 し た 条 件 に 適 合 す る

と 認 め た と き は 交 付 す べ き 補 助 金 の 額 を 確 定 し 、 補 助 金

確 定 通 知 書 （ 様 式 第 １ ５ 号 ） に よ り 補 助 事 業 者 に 通 知 す

る も の と す る 。  

２  前 項 に よ り 確 定 し た 補 助 金 の 額 が 、 第 ６ 条 で 通 知 し た

交 付 決 定 額 と 同 額 で あ る と き は 、 前 項 の 通 知 は 省 略 す る

こ と が で き る 。  

（ 補 助 金 の 請 求 ）  

第 １ １ 条  前 条 の 規 定 に よ り 通 知 を 受 け た 補 助 事 業 者 が 補

助 金 の 請 求 を す る と き は 、 補 助 金 交 付 請 求 書 （ 様 式 第 １

６ 号 ） を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 補 助 金 交 付 請 求 書 が 提 出 さ

れ た と き は 、 当 該 提 出 の あ っ た 日 よ り 起 算 し て ３ ０ 日 以

内 に 、 補 助 事 業 者 の 指 定 す る 金 融 機 関 の 口 座 に 補 助 金 を

振 り 込 む も の と す る 。  

（ 事 業 実 施 状 況 等 の 報 告 ）  

第 １ ２ 条  補 助 事 業 者 は 、 事 業 実 施 計 画 が 別 表 第 ２ に 定 め

る 新 規 導 入 設 備 購 入 に 係 る も の で あ る 場 合 は 、 補 助 事 業

の 完 了 し た 日 の 属 す る 会 計 年 度 の 翌 年 度 か ら ３ 年 間 、 毎



 

会 計 年 度 終 了 後 ３ か 月 以 内 に 事 業 実 施 状 況 及 び 第 ５ 条 第

２ 項 に 定 め る 給 与 支 給 計 画 書 に 記 載 す る 目 標 の 進 捗 状 況

を 、 事 業 実 施 状 況 等 報 告 書 （ 様 式 第 １ ７ 号 ） に よ り 、 決

算 関 係 書 類 を 添 付 し て 市 長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 補 助 金 の 交 付 決 定 取 消 し 及 び 返 還 ）  

第 １ ３ 条  市 長 は 、 補 助 事 業 者 が 次 の 各 号 に 該 当 す る 場 合

は 、 補 助 金 の 決 定 を 取 り 消 す こ と と し 、 そ の 内 容 を 補 助

金 交 付 決 定 取 消 し 通 知 書 （ 様 式 第 １ ８ 号 ） に よ り 補 助 決

定 者 に 通 知 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 既 に 補

助 金 が 交 付 さ れ て い る と き は 、 補 助 金 返 還 命 令 書 （ 様 式

第 １ ９ 号 ） に よ り 交 付 し た 補 助 金 を 返 還 さ せ る も の と す

る 。  

⑴  補 助 金 を 他 の 目 的 に 使 用 し た と き 。  

⑵  提 出 書 類 の 記 載 事 項 に 虚 偽 が あ る と き 。  

⑶  偽 り そ の 他 不 正 の 手 段 に よ り 補 助 金 の 交 付 を 受 け 、又

は 受 け よ う と し た と き 。  

⑷  災 害 、倒 産 そ の 他 市 長 が や む を 得 な い と 認 め ら れ る 場

合 を 除 き 、交 付 決 定 日 以 後 に 事 業 計 画 に 係 る 事 業 を 中 止

又 は 廃 止 し た と き 。  

⑸  前 各 号 に 揚 げ る も の の ほ か 、こ の 告 示 の 規 定 ま た は 交

付 の 条 件 に 違 反 し た と き 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 返 還 命 令 を 受 け た 者 は 、 命 令 を 受 け

た 日 か ら 起 算 し て ６ ０ 日 以 内 に 補 助 金 の 全 部 又 は 一 部 を



 

返 還 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 債 権 譲 渡 の 禁 止 ）  

第 １ ４ 条  補 助 事 業 者 は 、 第 ６ 条 の 規 定 に 基 づ く 交 付 決 定

に よ っ て 生 じ る 権 利 の 全 部 又 は 一 部 を 第 三 者 に 譲 渡 し 、

又 は 承 継 さ せ て は な ら な い 。  

（ 財 産 の 管 理 等 ）  

第 １ ５ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 対 象 経 費 （ 補 助 事 業 の 一 部

を 第 三 者 に 実 施 さ せ た 場 合 に お け る 対 応 経 費 を 含 む 。 ）

に よ り 取 得 し 、 又 は 効 用 が 増 加 し た 財 産 （ 以 下 「 取 得 財

産 等 」 と い う 。 ） に つ い て は 、 補 助 事 業 の 完 了 後 に お い

て も 、 善 良 な 管 理 者 の 注 意 を も っ て 管 理 し 、 補 助 金 の 交

付 の 目 的 に 従 っ て 、 そ の 効 率 的 運 用 を 図 ら な け れ ば な ら

な い 。  

２  補 助 事 業 者 は 、別 表 第 ３ に 定 め る 処 分 が 制 限 さ れ る 期 間

内 に 、 取 得 財 産 等 を 移 転 、 更 新 又 は 生 産 能 力 、 利 用 規 模

若 し く は 利 用 方 法 等 に 影 響 を 及 ぼ す と 認 め ら れ る 変 更 を

行 う 必 要 が 生 じ た と き は 、 あ ら か じ め 、 取 得 財 産 等 の 変

更 届 （ 様 式 第 ２ ０ 号 ） に よ り 、 市 長 に 届 け 出 な け れ ば な

ら な い 。  

（ 財 産 処 分 の 制 限 ）  

第 １ ６ 条  補 助 事 業 者 は 、 前 条 に 定 め る 処 分 が 制 限 さ れ て

い る 取 得 財 産 等 を 、 市 長 に 対 し て 協 議 し 、 承 認 を 受 け な

い で 、 補 助 金 の 交 付 の 目 的 に 反 し て 使 用 し 、 譲 渡 し 、 交



 

換 し 、 貸 し 付 け 、 又 は 担 保 に 供 し て は な ら な い 。  

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 協 議 が な く 取 得 財 産 等 の 処

分 が あ っ た と 認 め ら れ る と き は 、 既 に 交 付 し た 補 助 金 の

全 部 又 は 一 部 の 返 還 を 命 ず る こ と が で き る 。  

（ 帳 簿 等 の 整 備 、 保 存 の 義 務 ）  

第 １ ７ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 の 経 理 に 係 る 帳 簿 等 を

別 途 作 成 し 、 他 の 経 理 と 明 確 に 区 分 し て そ の 収 支 を 記 録

し な け れ ば な ら な い 。 ま た 、 経 費 の 支 払 に 係 る 全 て の 証

拠 書 類 （ 見 積 書 、 発 注 書 、 契 約 書 、 請 書 、 納 品 書 、 請 求

書 、 支 払 指 図 書 、 領 収 書 等 債 務 の 発 生 事 実 及 び 支 払 に 当

た っ て 作 成 又 は 取 得 し た 一 切 の 書 類 ） を 整 理 し て 保 管 し

な け れ ば な ら な い 。 な お 、 こ れ ら の 帳 簿 類 及 び 証 拠 書 類

に つ い て は 、 補 助 事 業 終 了 後 ５ 年 間 保 存 す る も の と し 、

市 長 の 求 め が あ っ た 場 合 に お い て は そ の 内 容 を 開 示 し な

け れ ば な ら な い 。  

（ 消 費 税 等 仕 入 控 除 税 額 の 確 定 に 伴 う 補 助 金 の 返 還 ）  

第 １ ８ 条  補 助 事 業 者 は 、 補 助 事 業 完 了 後 に 消 費 税 及 び 地

方 消 費 税 の 申 告 に よ り 、 当 該 補 助 金 に 係 る 消 費 税 等 仕 入

控 除 税 額 が 確 定 し た と き は 、 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 額

の 確 定 に 伴 う 報 告 書 （ 様 式 第 ２ １ 号 ） に よ り 速 や か に 市

長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 確 定 し た 消 費 税

等 仕 入 控 除 税 額 が 、 実 績 報 告 書 に お い て 減 額 し た 消 費 税

等 仕 入 控 除 額 を 上 回 ら な い 場 合 は 提 出 を 要 し な い 。  



 

２  市 長 は 、 前 項 の 報 告 が あ っ た 場 合 に は 、 当 該 消 費 税 等

仕 入 控 除 税 額 の 全 部 又 は 一 部 の 返 還 を 命 ず る こ と が で き

る 。  

（ 補 則 ）  

第 １ ９ 条  こ の 告 示 に 定 め る も の の ほ か 、 必 要 な 事 項 は 、

市 長 が 別 に 定 め る 。  

附  則  

こ の 告 示 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 １ ０ 日 か ら 施 行 す る 。
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別表第１（第３条関係） 

１ 農業、林業（大分類Ａに含まれるもの。ただし、農業サービス業、園芸サービス業、素材生産業及

び林業サービス業は除く。） 

２ 漁業（大分類Ｂに含まれるもの。） 

３ 金融・保険業（大分類Ｊに含まれるもの。ただし、保険媒介代理業及び保険サービス業は除く。） 

４ 医療・福祉（大分類Ｐ）の医療業のうち、病院（小分類８３１）、一般診療所（小分類８３２）、

歯科診療所（小分類８３３） 

５ 以下のサービス業 

⑴ 風俗営業・性風俗特殊営業等（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）により規制の対象となるもの。） 

⑵ 競輪・競馬等の競走場、競技団（小分類８０３に含まれるもの。） 

⑶ 場外馬券売場等、競輪競馬等予想業（細分類８０９６に含まれるもの。） 

⑷ 興信所（専ら個人の身元、身上、素行、思想調査等を行うものに限る。）（細分類７２９１

に含まれるもの。） 

⑸ 集金業、取立業（公共料金又はこれに準じるものは除く。） 

⑹ 易断所、観相業、相場案内業（細分類７９９９に含まれるもの。） 

⑺ 宗教（中分類９４に含まれるもの。） 

⑻ 政治・経済・文化団体（中分類９３に含まれるもの。） 

（平成２５年１０月改訂「日本標準産業分類」による。） 

 

別表第２（第４条、第５条、第９条、第１２条関係） 

 

（１）補助対象経費 

経費区分 主な内容 備考 

更新設備購入費 ・設備メーカー等により省エネ又は高効率効果

が、既存施設と比較し５％以上見込まれると照

明された設備であって、令和６年１月３１日ま

でに納入及び支払が完了するもの 

 

【対象設備（例）】 

空調・エアコン、ボイラ、照明設備（LED 照明

含む）、工作機械、プレス機械、プラスチック加

工機械、冷凍・冷蔵設備、厨房機械 等 

既存設備の更新に限る

（新たな設備の導入は

補助対象外）。 

新規導入設備購入費  自社の強みを生かした新商品の開発、生産及

び販売、サービス提供プロセスの改善、新分野

進出及び業態転換等の新たな取組に必要な設備 

給与支給総額及び初任

給が年率平均 1.5％以

上増加する３年以上の

事業計画を有する場合

に限る。 

工事費 ・省エネ設備への更新に係る据付・撤去工事 総事業費の５０％を上

限とする。 

既存設備の処分に係る

費用を含む。 

その他 ・市長が必要かつ適当と認めるもの  

【留意事項】 

（１）次に掲げる経費は補助対象外とする。 

  ・給料、賃金（人件費）、旅費 

  ・振込手数料 

  ・飲食代、交際費、事務経費、その他経常経費、事業実施に必要と認められない経費 

  ・親会社、子会社、グループ企業等関連会社（資本関係のある会社、役員等を兼任している会社、

代表者の親族（３親等以内）が経営する会社等）、代表者の親族との取引であるもの 

  ・他社の所有に属する財産の取得費、及び修繕費等 
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（２）機械装置等の取得に係る中古品の取扱い 

 ① 補助対象経費は、取得先の帳簿価格と取得価格のいずれか低い価格とし、取得に際し必要な修理、

改良等を加えている場合は、補助対象経費に加算してよい。なお、取得先の帳簿価格の把握が困難

な場合については、新品時の購入年度が明らかであって、カタログ等により購入価格が適正な価格

であることが明らかな場合に限り対象とする。 

② ①の規定にかかわらず、古物商等から中古の機械装置等を取得する場合にあっては、取得価格を

補助対象経費とする。 

③ 中古資産の財産処分制限期間については、次に掲げる年数とする。ただし、その年数が２年に満

たないときは、これを２年とする。 

・減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める期間 

  の全部を経過した資産 

   当該資産に係る同省令で定める年数の２０％に相当する年数（１年未満の端数切捨て） 

・同省令で定める期間の一部を経過した資産 

   当該資産に係る同省令で定める年数から経過年数を控除した年数に、経過年数の２０％に相当

する年数を加算した年数（１年未満の端数切捨て） 

 

（２）補助率・限度額 

補助率 ２／３以内 

限度額 

①第３条に規定する補助対象者で、現在営

んでいる事業の業種が日本標準産業分

類（平成２５年１０月改訂）の大分類Ｅ

（製造業）に該当するもの 

下限２０万円 ～ 上限２００万円 

②第３条に規定する補助対象者で、①に該

当しないもの 
下限１０万円 ～ 上限１００万円 

 

 

別表第３（第１５条関係） 

財産の区分 対 象 制限期間 

取得原価又は効用の

増加価格が５０万円

以上の財産 

設備、機械器具、装置、

構築物、無形財産 

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４

０年大蔵省令第１５号）に定める期間（制限期間

が１０年を超える対象設備等については、１０年

を限度とす 

 


